体制移行と「政治社会」 by 笹岡,伸矢









比較民主化研 究の文脈 において、一定 の影 響力を持って きたのが、 「市民社会」に関す る議 論である。
この議論 は、1970年代以降の ラテ ンアメ リカの民主化(再 民主化)tや、ア ジア諸国の民 主化2の各事例 、
そ して東欧諸 国、特 にポー ラン ドにお ける 眠 主的反 対派」の活動 な どの研究 を通 じて、積 み上げ られ
てきた3。この議論の特徴1主 市民社会を国家と対置させる概念として定義 した ところにある。市民社会
の概念は、民主化研究では頻繁に用い られ、 「国家か ら自立 した自発的結社や運動、個人が、それぞれ
の価値を表現 し、連合や連帯を作 りだ し、自らの利益を促進 しようという領域」とい う意味合いで利用
されることが多い4。しか し、なぜ 「市民社会」の台頭が体制の崩壊をもた らすのかとい う問いに対 して、
十分な考察がな されてきたとは言えない。
そこで本稿ではまず第1章 で、民主化研究において頻繁に用いられてきた 「市民社会」とい う概念が、
研究者聞で必ず しも一義的に用いられてこなかった点を批判 し、社会主義体制の民主化、主にポーラン
ドの事例を分析の中心に据えなが ら、その概念整理を試みたい。そ して、一元的な 「市民社会」論から
脱却 し、社会を三元的にとらえる議論の優位性を明らかにしたい。そのなかで 「市民社会」よりも、 「政
治社会」こそが体制移行において重要な概念になりうることを示 したい。第2章 では、市民社会の発展
と 「政治社会」論を結びつけ、体制移行、特に社会主義体制か らの移行の事例分析 とその類型化をおこ
な う。最後に、移行の具体的分析 を通 じて、従来の 「市民社会」の分析を基礎に、 「政治社会」論から
の説明が有効性をもっことを示 したい。
第1章 「市民社会」論か ら 「政治社会」論へ





示 しておきたい。川原彰によれば、市民社会の概念は大きく3っ に分けられる。第1が 、市民社会を国
家 と同一視する 「ポリスモデル」である。第2が 、市民社会を国家 と対立するものとみなし、市民と呼
ばれる私人が構成する非国家的非政治的な社会の意味で とらえる 「自由主義モデル」である。第3が 、
市民社会を 「ブル ジョア社会」と規定するf社 会主義モデル」である6。そ して、近年になって台頭 した
のが、ポーラン ドの 「連帯」運動を理論的に支えた人々(Y.ク ー ロンやA.ミ フニクら)が 主張 した
「市民社会」論であった7。
しかし、民主化研究における市民社会論の重視には、大きな問題が残っている。それは、市民社会の
台頭のみによって、体制崩壊は説明できるのかとい う問題、そ して、市民社会が政治変動の問題 と関わ
るか否か、 とい う問題である。体制移行においては、結局、市民社会の盛 り上が りの有無 に加えて、主
要な政治家のあいだで政治的な解決方法が取られるとは考えられないだろ うか9。
第1節 東 欧 の 戦 略 的 「市 民社 会 」 論
ポー ラン ドの反 体 制運動 を指 導 した人 々は、東欧諸 国の 自立化 の動 きが ソ連 の武 力 によって押 しつぶ
された経験(1956年のハ ンガ リー動乱、1968年の 「プラハの 春」)か ら、政治 的領 域 に口を挟む こ との
危険性 を明確 に認識 して いた。 よって、反体制勢 力は社会 が国家か ら距離 を置 き、 自立化 ・自己組 織化
を 目指すべ きであ るとい う考 えを抱 くよ うにな った。彼 らは体制側の支配 が及ばない領域 を 「市民社会」
と定義 し、 この領 域 の 自治を成 し遂 げる ことを 目標 とした9。これ らの議 論は、f国 家 対市 民社会 」 とい
う図式で、研 究者 の あい だに、浸透 し、理解 されたIo。そ して 、 この市 民社 会論 は、ポー ラン ドに留 ま ら
ず 、 ソ連 ・東欧 な どの旧社会 主義諸国 におけ る自由化 ・民主化 の分析道 具 と して 、利 用 され るよ うにな
ったtl。
しか し、 「市 民社 会」 とい う言葉 が さま ざまな解 釈 を可能 とす るため、 旧社会 主義諸国 の 自由化 ・民
主化 において、この概念 が どのよ うな意味で用 い られた のかを理解す る必要 が生 ずる。よ って 、まず 「市
民社 会」の 定義 の問題 に触 れて おかな ければ な らない だろ う。.時代や 論者 によ って 、 「市民社会 」 とい
う言葉 がま った く異 なる意味で利用 され てきた ことは、す でに述べた通 りで ある。ただ本節 では、特 に、
民主化 と市 民社 会 の関連性 を とらえて い くことが 主眼 とな るため、そ の代表何 た るポー ラン ドの事例 を
取 り上 げる必要が ある と考 える。ポー ラ ン ドに っいては 、市 民社 会の 自己解放 が 「政治の民 主化の背 景
に存在す る原動力」12とな った と理解 されて い る。 したがって、なぜ その よ うな理解 がな され るよ うにな
ったのか を探 る うえで、1970年代 か ら反体 制運 動 を担 った人たちの議論 、主 に、彼 らの考 えた 「市民社
会 」につ いて論 じることが重 要であ ろ う。
ポー ラン ドでは、1976年に 「労働者 自衛委 員会(KOR)」 が組 織 され 、のちにf社 会 自衛委員 会(K
SS-KOR、 通称KOR)」 へ と改組 され たが、この組織 の 中心 となっていたf民 主的反対 派」の人 々
が 、市民社会の議論 を理論 的に指導 した。 このKORと い う組織 は、1970年代 に盛 んであった労働者 の




もって、それ まで ば らば らであ った知識人 と労働 者のあいだで接 点が生 まれた とされ る13。彼 ら反体制 派
(代表者 と して クー ロンや ミフニ ク)は 、他の東欧諸 国にお いて、民衆の蜂 起 も、上か らの改革 も失敗
した事実を受 けて、国家の支配が及ば ない 「も う1つ の公 共領域 」 を作 り出すた めに、 「市 民社会jと
い う概 念を援用 した とされ る日。彼 らの市民社 会論の特徴は、党 ・国家に よる一元的支配 に積極的 に対抗
す る とい うよ りも、その支配が及 ばない領域 を作 り上げ るところにあ った。彼 らに とって 、市民社 会の
構築 は、まず は党 ・国家 に よる社 会 に対 する 「政治化」か ら逃れ る ことを意 図 してお り、 さ らには 、嘘
で塗 り固 められた党 ・国家 とは一線 を画 さな けれ ばならない とす る倫理的 な色彩 を帯 びた 「反政渤15と
い うス ローガ ンが掲げ られ る こととなった。結 局、彼 ら反 体制派 は、1989年の よ うな政治的変革 を望ん
だわけではな く、彼 らの行動 は自立 的領 域の形成 とい う 「自己限定的」対抗 にす ぎなか った。 彼 らの描
いた市民社 会像では、国家 との妥協 によって 自らの領域が確保 され るこ とを前提 としてい た16。しか し、
彼 らがその先 に見据 えていた展望は、実 は判然 としない。1980年に労働者 のス トが盛 り上が るなか、 「連
帯」が誕生 したが 、そ の 「連 帯」 が提起 したの は、川原 に よれば、 「市民社 会の民主化が 国家権力 の民
主化に影響 を及 ぼす かたちで全ポー ラン ドの民 主的改革 を志 向す る」 とい う考 えで あった。 しか し、最
終的に、 「連 帯」が政治参加す ることで共産 党 と争 うとい うことまでは意図 されていなかった工了。そ して、
ポー ラン ドの民主化 に とって最 も重要 な要因の1っ であ った ソ連の存在については、1970年代末、クー
ロンは共産党政権 の転覆を 目指 さな い限 り介 入はない と考 え、 ミフニクは ソ連 の軍事介入は ソ連 ・ポー
ラン ド双方 に不利 益 をもた らす とし、その実現 可能性 を低 く見てい た18。当時の時代的背景 もあ るが、決
定的 な問題 と して、 ソ連の介入の可能性 は議論 された ものの、1989年に見 られ た ソ連 自体 の変革が東欧
へ波及す る とい うよ うな事態は、彼 らには想定 されていなか ったのであ る。
第2節 民主化論 における一 元的 「市民社会 」論
次に、近年の民主化論などで使用されている市民社会の定義にっいて考察 していきたい。例えば、共
産主義体制下での市民社会の出現にっいて論 じたM.ウ ェイグル とJ.バ ターフィール ドの定義によれ
ば、市民社会 とは 「社会の自立 した諸組織、すなわち合法的な国家 ・社会関係の枠内で個人や集団、民
族などの利益を追求す るために自発的に公的活動に関わる構成部分」となる19。また、民主化 と市民社会
の一般的問題に取 り組んだG.ホ ワイ トの定義では、市民社会は 「国家 と家族のあいだにある中間的ア
ソシエーションの領域であり、そこは国家から分離 し、国家 との関係で自立性を享受 し、自らの利益も
しくは価値を守るか拡大させるために、社会のメンバーが 自発的に結成 した諸組織によって占められて









では、ポーラン ドの 「民主的反対派」が用いた市民社会論 と、民主化研究一般で用いられてきた市民
社会論の違いはどこにあるのだろうか。 ポー ラン ドの反体制派が描いた市民社会は、国家から自立した
領域 とい う意味であり、民主化論一般で述べ られ る市民社会論 と相違がないようにみえるかもしれない。
しか し、ポーラン ドでは 「社会 自衛委員会」 も、 「連帯」 も、ともに共産党(ポ ーラン ドでは統一労働
者党)に 対抗す るような政治勢力にな りえなかった し、なることも望まなかった。なぜなら、反体制派
指導者たちは、共産党の代替を目指す とい うよ うな政治領域への関与を否定していたか らである。現実
には、1980年夏に、 「連帯」が党 ・国家 との協定(グ ダンスク協定)に よって、一時期だけであったが
合法化 され、社会において彼 らの自立的空間を生み出すことに成功 した。だが翌年に、ヤルゼルスキ将
軍によつて、先鋭化 した労働者の動きを抑えるために戒厳令が導入 されるに至 り、ポーラン ドにおける
市民社会構築の試みは振 り出しに戻ることになった。ポーラン ドは、 「市民社会からの民主化」におけ
るモデルケース23とみな されることがあるにもかかわ らず、1989年以前においては、 ∫連帯」の運動が急
進化 した労働者を包摂できなかった こと24と、反体制派が政治問題 に関わることが極力避けられていたこ
とは強調 しておかなければならない。民主化研究一般で用い られた市民社会の定義か らすると、ポーラ
ン ドの反体制派による定義は、 自立的政治組織の出現を含んでお らず、狭い意味で用いられていたこと
が理解されよう。
第3節 三 元 的 「市 民 社 会 」 論
結局 、近年の 民主化研 究一般 で用 い られ て きた市民社会 の定義 では 、ポー ラ ン ドの現 象を誤 って理 解
しかね ない。そ の問題 を克服す るために は、社 会 を 「市 民社会」 、 「政治社会 」、 「経 済社会」 の3つ
の領域 に分 ける とい う、J.リ ンス とA.ス テパ ンが 民主化 研究 で用 いた概 念 が有効 であ ると考 え られ
る25。ちなみに、 これ らの概念 は、J.コ ー エ ン とA.ア ラ トーの議 論26を参考 に して い る。以下、上記
の論者 の理論 を応用 し、ポ ス ト共産主義 にお ける市民 社会 を分析 したM.ハ ワー ドの議 論 も参考 に しな
が ら、 これ ら諸概念の整理 をお こない たい。 リンス とステパ ンは 、民 主主義体 制の定着 に必 要な5つ の
領域 を提 示 したが、それはす なわち 「市 民社 会」、 「政治社会」、 「法 の支配」、 「国家官 僚制」、 「経
済社会 」 である。 この うち、 「法 の支配 」 と 「国家官 僚制」は 、近代 民主政 におい て中心をなす 「合 法
的 な制度 と組織 化の原則 」 に基礎 付 け られた もので あ り、 「市 民社会 」 、 「政 治社会 」、 「経済社 会」
は民主政 の特徴 を形作 り、そ してそれ を明確 化す る 「人 々の具体的 な諸 組織 と諸集 団」か らなる2了。 この
後者3つ が、社 会を構成す る具体的領域 とい うことにな る。 この考 えの特 徴は、 「市民社会」 と、 「政
治社 会」 お よび 「経 済社会」 を区別 してい る点で ある。彼 らが示 した 「政 治社 会」 は、 「公的権力や 国
家機 構へ の統制 をお こな える合 法的権利 をめ ぐる争 いを 、特 に 、体制 自 らが調 整す る領域」で ある とさ
れ28、エ リー トに よる政治 が想 定 されてお り、具体的 には政 治的 リー ダー シ ップ と、政治権 力や公職 をめ
ぐる争い について言及 され る29。また、 「経 済社会 」は、経 済活動 をお こな う領 域 であ り、 「社会 政治的
な観点 か ら作 り出 され、 そ して受容 され た 、国家 と市場 をつ な ぐ一連 の規範や 制度 、規 定」 である とさ
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れ30、具体 的には資本主義 システム下で経済的利益 を追求す る無数の ビジネ ス組織 が 、そ こに含 まれ る31e
また、Lこの3つ の領域 は、現実 にお いてははっ き りと区別 で きるもの ではな い、 とい うこ とも付 け加 え
ておかな けれ ばな らない32。以上 の議 論 をハ ワー ドがま とめてい るので、参照の こと(図1)。



































本稿では、特に 「市民社会」 と 「政治社会」の問題にっいて、以下取 り上げたい。この2つ の領域の
関係について、コーエ ンとアラ トー は、政治社会は(経 済社会 も)、市民社会から生まれ、さまざまな
組織や コ ミュニケーションを市民社会 と共有 し、そ して 「市民社会を守る諸権利」 と関連する 「政治的
(経済的)諸 権利」を通 じて制度化されている、としている33。以上の議論では、 「市民社会」と 「政治
社会」は切 り離せない関係にあるとい うことが示唆 されている。 一
また、この2つ の領域の差異にっいてであるが、市民社会が大衆を基礎 としている一方で、政治社会
はエ リー ト中心であるとされる。市民社会では、個々人が何 らかの組織を通 じて行動す ることで、さま
ざまな問題 について変化を促 した り、妨げた りする。 しか し、政治社会では、個々のエ リー トが政策を
決定する権利を持つが、それは必ず しも組織を通 じておこなわれるわけではない。言いかえれば、政治
社会は さまざまな利益を追求す るエ リー トアクターや制度か らなっているが、市民社会は日常的な利益
や願望のために集団や団体に参加する一般市民からなる。また、市民社会の諸組織は、ある程度政治的
影響力を追求する面はあるが、彼らの最終的な目的 としては、権力や利益を追求 しない34。
以上の三元論を用いて、ポーラン ドの歴史を振 り返るな らば、この国の体制変動をモデル化(注23参
照)す ることの限界があらわになる。 眠 主的反対派」および 「連帯」は、党 ・国家 と共存 しながら、
市民社会を自己解放するとい う点にのみ焦点を絞 り、さらには体制の漸進的な変革を目指 していたため、
1989年の急激な政治的変化に直面 して、彼 らのあいだで大きな戸惑いが見 られた。党 ・国家によって対
話のパー トナーとして選ばれた 「連帯」が、 「円卓会議」や(不 完全)自 由選挙を経て、徐々に 「政治
社会」へ と引きず り込まれ、結局、目指す方向性(政 治化か、非政治化か)に よって内部分裂を余儀な
くされたからである35。もちろん、 「連帯」内で進行 していた問題、すなわち公的諸制度に対する不信、
人的補充の失敗が、この組織の自壊を導 く要因の1っ であったことも無視できない36。したがって、 「市
民社会」の 自立化か らの民主化 とい う反体制派の戦略は失敗 し、偶発的な 「政治社会」の開放によって、
ポーラン ドの体制移行は成 し遂げられた37と結論付けることができよう38。
第2章 体制移行における 「政治社会」
第1節 体制移行 と政 党
では、体制移行期において、「政治社会」がいかなる役割を担 うのかとい う問題を扱いたい。本節では、
その 「政治社会」 におけるアクターにっいて、具体的な分析 を試みたい。図1で は、政治社会に属する
アクターと'して、政治指導者や政治エ リー ト、政党指導部、政党間連合があげ られている。大きく分け
れば、政治家 自身と、彼らが構成員となる政党が中心的アクターとしてあげ られ よう。ただ、 ここでは
政治家個人よりも、政党に関する問題について、取 り上げてお きたい。
近年、政党の役割の低下が叫ばれて久 しい。岩崎正洋によれば、かって政党は主要な政治的アクター
であったが、今 日、その政党の衰退現象が顕在化 しっっあるとされる。その衰退現象は、 「機能低下j
と 「地位低下jの2つ の側面に分けられるとい う。前者については、政党が これまで果た してきた機能、
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例えば、政治的社会化、利益集約 と利益表出、政策形成 といった機能 を、利益集団や官僚 といった他の
アクタニたちが代替するようになってきたことを指す。後者については、特定の政党を支持 しない有権
者が増大し、それが選挙の際の投票行動に現れてきたとい うことを指す39。また、欧米諸国な どに限 らず、
近年民主化 しつつある国々において も、同様の議論が聞かれ る。民主化過程において、大衆運動の役割




ち、既存の体制に対する在野勢力を糾合 しうる集 団がそれである。 ただ、この定義に対 して批判 もあ り
うる。それは、 「政党 とは何か」 とい う問題であ り、定義次第では、移行期に政党が主要な役割を担 う
ことはない。
ハ ワー ドによれば、三元的 「市民社会」論では、組織化 され ていない社会運動や大衆デモのよ うなも
のは 「市民社会」のカテゴリーか ら除外 される。なぜな ら、それ らの運動は日常的に活動 している組織
に比べて、安定 していないか らである。ただし、公式に組織化 された とき、それは 「市民社会」に属す
る とされる43。これを 「政治社会1に も当てはめて論 じるならば、ゆるやかな政治結社や、討論クラブの
ようなものは除外 され、公式に組織化 された政党や政治団体のみに、適用 されることになって しま う。
だが、武田康裕 は、政党の役割が公職追求にあるとす る西欧的な定義を批判 し、政党をf選 挙を通 じ
て統治権力の獲得や政治制度のコン トロールを目的 とす る人々の集団」 とい う定義によって解釈 し、体
制移行期のアクター として重視する。 この定義がこれまでのもの と異なるのは、あくまで権力獲得の可
能性がなくても、それを 「目的 とする」とした点であり、西欧的定義 よりも緩やかなもの となっている44。
非民主主義体制か らの民主化の場合、それまでの体制下において、政党について、 「自由で公正な選挙
が行われる機会が少なく、政治権力の獲得や行使、公職 に就 く可能性の存在」といった厳格な定義45を用
いるな らば、多 くの政治組織が政党としての機能を有 していない状況が存在 しうる。 さらに、結社の自
由がない国では、 「公式に」政党が存在 しないとい う事態にな りうる。だが、非民主主義体制の崩壊過
程においては、反体制派や、体制側の改革派が野に下って形成 した政治組織が、移行 を主導することも
あ る。それ らいわゆる 「反対政党」の役割に焦点を当てるため、本稿では、移行期において、必ず しも
凝集性の高くない政治結社なども含めて 「政党」 として扱い、その定義をもとに、以下、論 じていきた
い 。 .
第2節 社会 主義体制 か らの移 行 にお ける 「政治社会 」
1.社会主義体制め諸特徴 と 「政治社会」
ここでは、今一度、社会主義体制の移行期における 「政治社会j46の問題 に戻 り、 「政党」の役割に注
目しなが ら、ソ連 ・東欧の社会主義体制の崩壊過程を分析 したい。
社会主義体制の特徴の1つ として、いわゆる 「党 ・国家」の支配があげられ るが、これ は共産党(お
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よびそれに準ず る政党)による一党独裁制お よびヘゲモニー政党制を意味 していた。さらに、社会は 「党 ・
国家」か ら自立 した勢力の存在がほとん ど許 されていない 「平坦な(flattened)」社会であった。ただ、
時期や国によって程度に違いがあり、例えば、1930年代のソ連 と、1980年のポーラン ドでは、その社会
の多元度は大きく異なる47。しか し、 「政治社会」に関しては、移行期まで、常に 「平坦な」ままであっ
たといえる。なぜな ら、どの国でも、共産党の代替 とな りうる純然たる 「反対政党」.の存在は、移行期
までは存在 し得なかったからである。ゆえに、この点において、 「反対政党』が市民社会 の形成や民主




因の1つ として、 ソ連におけるゴルバチ ョフの登場、いわゆる 「ゴルバチ ョフファクター」があげ られ
よ う。彼が東欧に与えた影響 は、 「ブ レジネ フ ドク トリン」の放棄に とどまらない。彼が ソ連で開始 し
た改革によって、ソ連の後 ろ盾を失 うことになった保守的政治家たちの追放 と、共産党内の改革派が 自
由化を進めるうえでの側面支援 を促 し、政策的には経済 ・政治改革の波を引き起 こし、そ して東欧諸国
が独 自に振舞 うことを可能にした49。
また 、ポー ラン ドを皮切 りに、ハ ンガ リー 、東 ドイツ、チ ェコス ロヴァ キア、ブルガ リア、ル ーマニ
ア、ユー ゴス ラヴィア、アル バニ ア、 そ して ソ連 へ と続 く、一連 の体 制変 動の波 、 も しくは ドミノ式の
「波及効 果」50も重 要な要素 である。
加 えて、各 国固有 の歴史 的遺 産 も重要 で ある。 その1つ が、体 制主導 に よる経 済改革や政 治改革 の伝
統 である。経 済 に関 しては 、 ソ連 にお いては、1950年代 にはフル シチ ョフの、65年には コスイ ギンの指
導 の もとに、改革 が進 め られ たe同 様 に、68年 にはハ ンガ リーで 「新経 済メカニ ズム」が開始 され た。
政治 につ いては、 スター リン以 後、大 な り小な り部分 的な改革がな され て きた。 しか し、1956年のハ ン
ガ リーや1968年のチェ コス ロヴァキアの よ うに、複数政 党制の容認や 自由選挙の実施 とい った問題 にま
で改革 の手が及ん だ とき、 ソ連 か らの 弾圧 が待 ち うけていた。も う1つ の要因 として考慮 に入れ なけれ
ば な らない のが、反 体制運動 の歴 史 と、その結果 と して の反 体制勢 力の許 容度で ある。 もっ とも顕著 な
反体制 運動 は前 述 のポー ラン ド 「連 帯」 運動 であるが 、そのほか 、チ ェコス ロヴァキアで は言論 と人 権
の弾圧 に反 対す るf憲 章77」 の運動 な ども存 在 した。・た だ、 ある時期 のポー ラン ドを例外 と して 、ほ と
ん ど反 対運動 は許容 され て こなか った。 以上 の よ うに、東欧 諸国 におけ る体 制主 導の改 革 は、 ソ連 が許
容す る枠 内で のみ可能 であ り、反体 制運 動 に関 して も ソ連 お よび各 国の体制 が許容 でき るもののみが受
け入れ られ た。 しか し、各 国の体制 主導 の改革や、反体制運 動の伝 統は1989年にお いて重 要な要因 とな
って現れ る こととなった。
そ して最 後に、近代 化の度合 い とい う指 標 もまた重要 であ ると思 われ る。 近代化 の進 展 は、市民社会
の形成 に大 きな影響 を与 える とい われ る。 この議論 は近代化 によって社 会構造 が変化 し、そ して社 会の
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筆者作成。参考:塩 川 『現存 した社会主義』446頁、 ロスチャイル ド 『東欧現代史』。
2.社会主義体制移行期の 「政治社会」と 「市民社会」




抵抗運動の歴史があり、それがいずれも ソ連の公然 ・非公然の介入をもた らしたが、後者においては国
内で独 自に共産党支配が確立 し、国内弾圧 も激 しく、また、ルーマニアやアルバニアはソ連 とは距離を
取 り、体制は大衆には抑圧 的に振舞った54。
自由化開始時の中心的指導者層のスタンスと、在野の反体制運動の伝統 とい う2つ の軸 を用いると、
社会主義体制の崩壊過程はさらに細か く、4つ のカテゴリーに分類 され うる(表2)。 その4つ とは、ま
ず、中心的指導者が改革的であ り、反体制運動の伝統のある 「中欧型一1」(ポ ーラン ド、ハ ンガリー)、
次に、中心的指導者が保守的で、ある程度の抵抗運動の歴史を持つ 「中欧型 一2」(チェコスロヴァキア、
東 ドイツ)、 第3に 、改革的指導者を擁 し、反体制運動が微弱な 「ソ連型」(ソ 連)、 最後に、保守的
な指導者が残存 し、さらに反体制運動も微弱であった 「バルカン型j(ブ ル ガ リア、ルーーマニア、アル
バ ニア)55であ る。.
続 いて 、ソ連 ・東欧 の移 行過程 を分析
してみたい。特 に重 視 しな けれ ば な らな
いのは、誰 によって 、い か に してf政 治
社会 」が 開かれ たか 、いつ 「反対政 党」
が結成 され たか、そ して、その 「反 対政
党」が 自由化開始 後、最 初 の 自由選 挙で
勝利 したか 否か、とい う点 であ る。以下 、






























※筆者作成。参考:塩 川 『現存 した社会主義』446頁。
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結論か ら先に述べれば、崩壊までの時期に、反対派 としての 「政党」が重要な役割を担 ったのは、 「中
欧型一1」のポーラン ドとハンガ リ 一ーに限定 されると言える。注 目すべき点は、両国が、ある程度市民社
会の発展 した国々であったことである。 ポーラン ドでは、統一労働者党支配の もとでの不徹底な社会主
義化の結果、社会の多元度および自立度が、他の東欧諸国よりも相対的に高かった。特 に教会は一定の
自立を獲得 し、農村 は集団化から免れ、自営農民は約7割 に達 していた56。さらには、一前述の通 り、1970
年代か ら反体制運動が盛 り上が り、1980年、ついに独立労組 「連帯」が結成 され るに至った。その後、
「連帯」は弾圧 され、地下に潜るが、1988年、体制側の対話のパー トナー として、再び台頭する。また
ハンガ リーでは、1956年のハンガ リー動乱以降、カダルのもと、経済面では市場原理の部分的導入を含
んだ 「新経済メカニズム」が導入 され、その結果、社会の多元化が漸進的に進んだ57。そ して、反体制派
の運動は、ポーラン ドほどではなかったが、知識人の活動を中心に展開された。市民社会が徐々に活性
化 したのは1980年代中頃で、党改革派によって支持 された自立的集団が台頭 し始めていた58。要するに、
市民社会の成熟が進みなが ら、体制の改革派指導部がそれを奨励 し、そ して市民社会のなかから生まれ
た自立的な政治結社や個人を 「政治社会」に引き入れた結果、体制移行が開始 された といえる。
次に、政党の動 きであるが、両国とも、共産党に対抗するいわゆる 「フォーラム」型政党が重要な役
割を担 った59。まずポー ラン ドでは、ワレサ率いる 「連帯」市民委員会60が、1989年2月に開かれた円卓
会議において、体制側の交渉相手に選ばれた。ハンガ リーでは、体制改革派が、既存の体制の枠内で反
対の論陣を張っていた人たちと接触 し、改革のために官製組織を自立 させて利用 しながら移行を主導 し
た61。しかし、社会運動の盛 り上が りを受け、その結果、徐々に、在野の政党が結成 され始 めた。その代
表の1つ が、1987年に結成 された、緩やかな連合体である 「民主フォーラム」であった。ハンガ リーの
「反対政党」については、もちろん、 自由化開始時にはまだ、 「連帯」のよ うな反体制派を束ねる強力
な勢力は存在せず、 「上か ら」の要因が大きいことは確認 しておかなければならない。だが、1989年3
月に反体制派が結集 し、一枚岩で体制 と交渉にあたる準備 をし、 「野党円卓会議」を結成 していた点を
見過ごしてはな らない6z。その後、ポーラン ドでは1989年6月に、ハンガ リーでは1990年3月に、自由
選挙(ポ ー ラン ドは不完全)が おこなわれ、 ともに反体制派が勝利 し、旧共産党勢力は単独政権を維持
することができなかった。
しか し、移行期に入って も在野勢力の台頭がほとん どみ られなかった国、もしくはそれが微弱であっ
た国では、f政 党Jが 主要な役割を担 ったのは、 「中欧型－Uと は異な り、体制側の 「政治社会」の開
放の直前か、そのあとであった。まず、市民社会の成熟がある程度存在 し、反体制運動の歴史も持つが、
反改革派勢力が政権を担当していた 「中欧型 一2」の国々が、それに当てはまる。チェコスnヴ ァキアと
東 ドイツでは、反対派への 「政治社会」の開放が遅れたため、1989年に大衆運動 とい うかたちで反体制
派が街頭へ と進出 し始めた。その動 きに対 して体制が十分対処することができず、その結果、体制は急
速に不安定化 し始めた。チェコスロヴァキアでは、体制側が 「市民フォーラム」(ス ロヴァキアでは 「暴
力に反対する公衆」)を 代表とする反体制派を交渉過程に取 り込んで円卓会議を開催 し、その後、自由
選挙を経ず して内閣改造が行われた。東 ドイツでは、増大する大衆の西側への出国 と高揚する抗議行動
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に対処するため、反体制派が参加 した円卓会議が開かれ 、後に 自由選挙で、旧西 ドイツの政党の支持を
得た旧ブ ロック政党な どが台頭 し(そ の うち:キ リス ト教民主同盟は、他党 と 「ドイツのための同盟]
を結成)、 社会主義統一党 供 産党)か ら改称 レた民主社会党などを破った。 ちなみに両国 とも、社会
主義体制下でも、近代化の度合いも高 く、一定の市民社会の強 さを保持 していたといえる。
また、市民社会が脆弱であった 「ソ連型」も 「バルカ ン型]も 、体制側が移行の主導権 を握 り、ポス
ト社会主義の政権を担 う勢力 もまた、在野か らではなく、体制側か ら供給 された。この過程でも、 自発
的にせ よ、社会の圧力によるにせよ、体制側が 「政治社会」を開放 し、政党の結成がすすんだ。
「ソ連理」は、構成共和国の独立 とい う結末を迎えたので、やや特殊である。 ゴルバチ ョフが登場 し
て以降、市民社会を活性化する道がとられた63が、 『政治社会1の 開放には消極的であ り、その過程は漸
進的であった。結局、エ リツィンら民主派と呼ばれた人たちは共産党の改革派の出身であ り、彼 らはソ
連 よ りも各共和国を基盤に活動をおこなった。要するに、ソ連では、反体制派の勢力が弱く、体制から
離反 した改革派 も、共和国や各都市な どの行政機構の長へ と進出 した結果 、彼 らが政党を結成 し、組織
化することはほとんどなかった64。そ して、最後は、かって体制内改革派 と呼ばれていた人が中心の各共
和国(中 央アジアは除 く)が独立するかたちで、1991年12A、ソ連は解体する結果 とな った。
「バルカン型jも 各国の様相は異なる。ただ、体制側 、および旧体制派から衣替え した勢力が、自由
選挙でも勝利 した とい う点は共通する。 これ ら諸国では、何 らかのかたちで多元化は進み、 「政治社会」
が開放 され、自由選挙が導入 されたことで、体制移行の道が開かれたことは明 らかである。ブルガ リア
では、ジフコフの追い落としに成功 したムラデノブが中心 とな り、共産党指導部が改革を進 めると約束
し、反体制派を 「円卓会議」に召集 した。そして、1990年6月、自由選挙で、共産党か ら衣替え した社
会党が勝利 した。また、ルーマニアでは、チャウシェスクが逮捕 ・処刑 されたあと、旧共産党のエ リー
トと反体制派の一部によって結成 された 「救国戦線」が移行 を強権的に主導 し、野党勢力に弾圧を加 え
なが ら、1990年5月、自由選挙にも勝利 した。最後に、アルバニアでは、共産党指導者 ・ア リアが1990
年 より体制改革を開始 し、誕生 しつっあった諸政党を公認 した。そ して1991年3月、自由選挙 を実施 し、
共産党が過半数を制 した65。
以上の議論をまとめたのが、表3で ある。 ソ連 ・東欧の事例か ら浮かび上がったことは、体制移行に
おいて政党が重要な役割を担 う条件 となるのは、改革的な指導者の存在だけでなく、成熟した市民社会、
そして、自由化の結果、開かれたア リーナ としての 「政治社会」の存在であった と考えられ る。すなわ
ち、反体制派を結集 し、体制 と対峙できた 「政党」の存在の有無は、ポー ラン ドとハンガリーの例か ら
明らかなように、市民社会の発展度合い、お よび、改革派の指導者の存在 に依存するとい うことである。
その他の国々、例えば 「中欧型一2」では、 「反対政党」は体制側の瓦解のあとに生 じた真空を満たす役





















































ソ違 … 脆弱 弱 改革 体制主導 政治社会開放後 体制内改革派























以上、 『政治社会」をキーワー ドに、社会主義体制か らの移行の問題について比較検討 をおこなって
きた。体制移行過程において 「政治社会」の開放が果たす役割は、非常に大きい。それは、 「自由化」
が 「市民社会」の問題であるとすれば、 眠 主化」が 「政治社会」の問題である、という言葉に現れて
いるといえる66。民主化研究で叫ばれるf市 民社会」の問題は、反体制勢力の台頭や大衆運動の盛 り上が
り、自立的組織の活躍などの例か ら、確かに民主化を説明する力を持つよ うに感 じられる。だが、より
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